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資　　料

　抄　録　EUでは，2019年４月Digital Single Market著作権指令１）（以下，本指令）が成立した。本
指令は，2016年９月に欧州委員会（European Commission）より最初の法改正案が公表されて以降，
何度かの見直しが行われた後，欧州議会，EU理事会（閣僚理事会）を含む三者協議を経て，承認及
び採択に至った。そこで本稿では，本誌第67巻（2017年）12号掲載の「EUにおけるデジタル時代に適
応した著作権制度リフォームの動向」に続く資料として，本指令と2016年９月に欧州委員会が公表し
た著作権改正法案の差分から，検討過程を俯瞰し，考察する。

著 作 権 委 員 会＊
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1 ．はじめに

2016年９月14日に欧州委員会は，Digital 
Single Market（以下，DSM）に関する著作権
分野の改正法案であるDSMにおけるDirective
（指令）２）（以下，当初案）を具体的に提示した。
その後，欧州議会の法務委員会（Committee 
on Legal Affairs）が議論した結果，2017年３
月10日には，当初案に対する修正案（ドラフト）
を発行した３）。2018年７月５日には欧州議会が
修正案を否決したものの，同年９月12日に再検
討がなされた再修正案を承認し，欧州議会，

EU理事会（閣僚理事会），欧州委員会による非
公式の三者協議（Trilogue）に付議された。そ
して三者協議の下，2019年２月13日に指令最終
案がまとまり，同年３月26日，４月15日にそれ
ぞれ欧州議会及びEU理事会が指令最終案を承
認した結果，長きにわたってEUで議論されて
きた本指令が採択されるに至った。
本稿では，当初案からの変更点に着目し，変
更に至る背景を主たる調査・研究対象として考
察する。なお，翻訳文の下線部は，当初案から
変更又は追加された箇所を示す。又，枠内に引
用している指令の各条項はいずれも筆者による
参考訳であり何らの法的解釈を保証するもので
はない。

2 ．当初案からの変更点とその背景

本章では，当初案からの変更点のうち，注目
すべき点について当初案と本指令を比較し，変
更の背景を考察する。なお，本指令の全文訳は
付録４）とした。
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2．1　Ⅰ編　一般条項

（1）１条　主題及び範囲

１． 本指令は，特にデジタル保護対象のコン
テンツに関する越境利用を考慮し，EU
域内市場における著作権及び隣接権のフ
レームワークをよりEUにおいて調和さ
せることも目的としている。又ライセン
スの促進において，著作物及び著作物以
外の保護対象物の活用のための市場をよ
り機能させることを担保するための規則
と同様に，著作権及び隣接権に関する例
外及び制限も，本指令において定めている。

２． （略）

本指令の目的を定める１項では補足的に，本
指令で規定する例外及び制限が，著作権のみで
なく隣接権に関するものも含むことを明確化し
ている。なお，本稿ではこれ以降，「著作物・著
作物以外の保護対象物」を「著作物等」という。

（2）２条　定義

形式のテキスト及びデータを分析する目
的で自動化された自動分析技術をいう。

（3） 文化遺産機関とは，公衆がアクセス可
能な図書館又は博物館，アーカイブ又
は映像もしくは音声遺産機関をいう。

（4） 報道出版物とは，主に報道的性質の文
章の著作物で構成される集合物をいう
が，その他の著作物等も含み，（a）新
聞，一般・専門誌等の定期又は日刊出
版物に含まれる個々のアイテムを構成
し，（b）ニュースその他のトピックに
関係する情報を含む一般大衆に提供す
る目的をもち，かつ（c）サービス提
供者のイニシアチブ，編集責任及びコ
ントロール下で出版される媒体をい
う。科学出版物のような，科学又は学
術的目的で発行される定期誌は，本指
令における報道出版物に含まれない。

（5） 情報社会サービスとは，指令2015/1535
の１条（1）項（b）の意味のサービス
を意味する。

（6） オンラインコンテンツ共有サービスプロ
バイダとは，営利を目的として構成され
かつ促進されるユーザからアップロード
された著作物等を大量に保管し，それ
らへの公衆アクセスを主な目的又は主
な目的の一つとする情報社会サービス
の提供者をいう。非営利のオンライン百
科事典，非営利の教育・科学格納庫，
オープンソースソフトウェア開発・共有
プラットフォーム，指令2018/1972にて
定められる電気通信サービスプロバイ
ダ，オンライン市場，B to Bクラウドサ
ービス及び自己利用コンテンツアップロ
ードクラウドサービスプロバイダは，本
指令におけるオンラインコンテンツ共有
サービスプロバイダに含まれない。

本指令において，以下の定義が適用される。
（1） 研究機関とは，図書館を含む大学，科

学研究を含む教育機関もしくは他の組
織，又は科学研究もしくは科学研究の
実施を含む教育活動の実施を第一の目
標とする，（a）原則非営利，又は全利
益を自身の科学研究へ再投資するも
の，又は（b）加盟国における公共の
利益を追求するものとし，当該組織に
決定的な影響を与える組織が，当該科
学研究により生成された結果へのアク
セスの優先権を持たないものをいう。

（2） テキスト＆データマイニングとは，パター
ン，傾向及び相関性を含むがこれに限ら
れない情報を生成するためのデジタル
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５号及び６号は，15条及び17条の修正（それ
ぞれ後述）に伴い新設された。２号のテキスト
＆データマイニングに関しては，その多様性を
鑑み，生成されるデータの様態を限定せず広く
対象をカバーすることを明確化している。

2．2　�Ⅱ編　デジタル・越境環境への例外
規定・権利制限規定の適用措置

（1）�３条　科学研究目的のテキスト＆データ
マイニング

１． 加盟国は，研究機関及び文化遺産機関に
よる科学研究目的のテキスト＆データマ
イニングに必要な適法に入手した著作物
等の複製及び抽出に関し，指令96/9/EC 
５条（a）並びに７条１項，指令2001/ 
29/EC ２条及び本指令15条１項に定め
る権利につき例外規定を定めなければな
らない。

２． 前項に則り作成された著作物の複製等は，
適切なセキュリティレベル下に保管され
なければならず，研究結果の検証を含む
科学研究目的で保持することができる。

３． 権利者は，著作物等が運用されているネ
ットワークとデータベースの安全及び完
全性を保証する手段を講じることができ
る。当該措置は当該目的の達成に必要な
範囲を超えてはならない。

４． 加盟国は，権利者，研究機関及び文化遺
産機関に対し，前二項で述べた措置及び
義務の適用に関して両者で合意したベス
トプラクティスを定めることを奨励しな
ければならない。

本条において特筆すべき点は，５条及び６条
同様（７条参照），本条が強行法規性を持って
いる点にある。産業界における目まぐるしい技
術革新の中でも，膨大なデジタルデータを機械
的に解析する「テキスト＆データマイニング」

技術は，特にその利用によって新たな知見の獲
得や新たな傾向・可能性を見出すことが期待さ
れている。今日，科学研究はデジタルテクノロ
ジーの助けを借りることによって目覚しい成果
を得ることができている。言い換えれば，それ
抜きには他の国・地域に遅れをとりかねず，テ
キスト＆データマイニング実施についての法的
不確実性の解消は，EUの科学研究分野におけ
る優位性の維持に必要不可欠である５）。こうい
った背景から，本条は，科学研究目的のテキス
ト＆データマイニングのための著作物等の利用
に関する例外規定を各国法において定めること
を求めている。なお，２項において，科学研究
目的のテキスト＆データマイニングの強行法規
化に伴い，権利制限下で作成された著作物等の
複製物の適切な管理が求められている。

（2）�４条　テキスト＆データマイニングのた
めの例外及び制限（新設）

１． 加盟国は，テキスト＆データマイニング
の目的で，適法に入手した著作物等の複
製及び抽出のために，指令 96/9/EC ５
条（a），７条（1），指令2001/29/EC ２条，
指令2009/24/EC ４条（1）（a）及び（b）
並びに本指令15条（1）で規定される権
利に対する，例外又は制限を定めなけれ
ばならない。

２． 前項に従い行われた複製及び抽出は，テ
キスト＆データマイニングの目的で必要
な間，保持されることができる。

３． １項で規定される例外又は制限は，権利
者が，オンラインで公衆に利用可能なコ
ンテンツの場合機械で読み取れるような
適切な方法で，当該１項で規定される著
作物等の使用を明示的に留保していない
ことを条件に適用される。

４． 本条は本指令３条の適用に影響を与えない。
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新設された条項である。１項にて，行政であ
るか民間であるかを問わず，テキスト＆データ
マイニング技術が様々な目的での大量のデータ
の解析に使用されている状況を受け，３条の科
学研究目的のテキスト＆データマイニングに加
え，本条にて，行為者を限定しない，特に営利
目的のテキスト＆データマイニングが念頭に置
かれ，広く可能となっている。なお，２項にお
いて，いままでその取り扱いが不明瞭であった
テキスト＆データマイニングで生じる複製及び
抽出行為についても，例外又は制限の対象であ
ることを明確にしている６）。ただし，本条は３
条とは異なり当事者間の契約が優先される，つ
まりオプトアウトが可能であり，権利者がその
権利を留保することができる７）。なお，この場
合，権利者は３項にて定められている通り適切
な方法で権利を留保する旨明示する必要がある。

（3）�５条　デジタル・越境教育活動における
著作物等の利用

本指令にて，教育機関等のニーズが十分に満
たされている場合，権利制限規定が適用されな
いと国内法で定められる範囲に楽譜等が追加さ
れた。

（4）６条　文化遺産の保護

加盟国は，指令96/9/EC ５条（a）及び７条１項，
指令2001/29/EC ２条，指令2009/24/ECの４
条１項（a）並びに本指令15条１項に定める権
利の例外規定として，文化遺産機関が，恒久
的に当該文化遺産機関のコレクションに属する
著作物等を，いかなる形式・媒体でも，当該
著作物の保存目的のみかつ保存に必要な範囲
内で，複製できることを定めなければならない。

条文としては当初案から変更はないが，本指
令にて７条１項の対象に本条が追加されたこと

る権利許諾が容易に利用可能で，かつ教
育機関の特有のニーズを十分に満たして
いる場合，前項の例外又は制限が，適用
されないこと，又は楽譜，又は教育市場
を念頭に置いた素材等の特定の用法又は
種類の著作物等について適用されないも
のとして定めることができる。前段の規
定を利用する加盟国は，教育機関のため
に前項に定める権利許諾が適切な方法で
利用可能かつ可視的であることを保証す
るための，必要な手段を講じなければな
らない。

３． 本条に従って採択された国内法の定めに
則り，教育での説明のみの目的で安全な
電子環境を通じて行われる著作物等の利
用は，当該教育機関が設立された加盟国
においてのみ，行われたとみなす。

４． 加盟国は，１項に則った著作物等の利用
に対して，権利者のために公正な補償を
提供することができる。

１． 加盟国は，教育での説明目的に限定され，
かつ非商業目的の範囲内で，次の条件下
で，著作物等のデジタル利用を行うこと
に関し，指令96/9/EC ５条（a），（b），（d）
及び（e）並びに７条（1），指令2001/29/
EC ２条及び３条，指令2009/24/EC ４条
（1），並びに本指令15条（1）で規定され
る権利に対し，例外及び制限を定めなけ
ればならない。（a）教育機関の責任下で，
敷地内もしくは他の場所で行われるか，
又は当該機関の生徒又は学生及び教師の
みがアクセス可能な安全なネットワーク
を通じて行われかつ（b）それが不可能
と判明しない限り，著作者名等の出所表
示を付記する。

２． ７条１項の定めにもかかわらず，加盟国
は，ライセンス市場において前項に定め
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により，文化遺産保護のための著作物等の利用
に関する権利制限が，強行法規性を持つことと
なった。これまで文化遺産にかかる著作物に関
する権利制限・例外規定の導入は各国によりま
ちまちであり，特にデジタル形式による保存が
適法かどうか，不透明性の残る状態であった。
本指令にて，文化遺産の保存のために必要な複
製が可能であることが明確となり，EU域内で
の均一な条件下で文化遺産の保管・保存活動が
可能となる。

（5）７条　共通条項

１． ３条，５条及び６条で規定される例外規
定に反する契約の規定は全て履行を強制
しえない。

２．（略）

１項は，当初案においては研究機関及び文化
遺産機関によるテキスト＆データマイニング（３
条）のみが強行法規として規定されていたが，
本指令において，越境教育活動における著作物
等の利用（５条）及び文化遺産の保護（６条）
に関する規定も対象として追加された。強行法
規性を持たせることは影響度が大きいため，慎
重に議論が交わされたが，2018年９月12日の欧
州議会にて，欧州連合基本条約２条に掲げられ
る連帯及び平等の概念を尊重すべき等というこ
とから８），加盟国全てにおいて均一の運用をす
べく，強行法規性を持たせることが決定した。

2．3　�Ⅲ編　コンテンツへのアクセス拡大
に向けたライセンス実務の改善措置

（1）�８条　文化遺産機関による商業外著作物
等の利用

衆への伝達，又は公衆への利用可能化に
関する非商業目的の非独占ライセンス契
約を，ライセンス対象となる全ての権利
者が集中管理団体に委任しているかどう
かに関わらず，次の条件に限り，当該文
化遺産機関と締結できることを定めなけ
ればならない。

（a） 当該集中管理団体が，その委任に基づ
き，当該著作物等に関係ある分類にお
ける権利者及び当該ライセンスの対象
の権利の十分な代表者であり，

（b） 当該ライセンスの条件に関して，全て
の権利者の平等な取り扱いが保証さ
れている。

２． 加盟国は，文化遺産機関が恒久的に有す
る商業外著作物等を，非商業目的で利用
できるようにするために，次の条件に限
り，指令96/9/ECの５条（a），（b），（d）
及び（e）並びに７条１項，指令2001/29/
EC ２条及び３条，指令2009/24/EC ４条
１項，及び本指令15条１項に規定されて
いる権利の例外又は制限を定めなければ
ならない。

（a） 不可能であることが判明しない限り，
著者又はその他の識別可能な権利者の
名前が表示されている，かつ，

（b） 当該著作物等が，非商業のWebサイ
トで利用可能化されている。

３． 加盟国は，２項に規定する例外又は制限
が，１項の（a）に定める条件を満たす
集中管理団体が存在しない分類の著作物
等にのみ適用されることを定めなければ
ならない。

４． 加盟国は，全ての権利者が，いつでも，
一般的又はライセンスの締結後あるいは
当該利用開始後を含む具体的事例かを問
わず，容易かつ効果的に，１項に定める

１． 加盟国は，集中管理団体が，権利者から
の委任に従い，文化遺産機関が恒久的に
有する商業外著作物等の複製，頒布，公
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当初案では拡張的効果を有する集中許諾制度
のみ定められていたところ，当該許諾をライセ
ンスしうる一定要件を満たす集中管理団体が存
在しない場合を想定し，２項にて権利制限規定
が加えられている。
又，５項において，言語的・文化的な多様性
を考慮し，商業外とみなされる著作物等の要件
から，全ての翻訳等の入手可能性に関する要件
は削除され，商業販路からの入手の可否の判断
が各言語圏で個別に評価されるよう修正されて
いる９）。

（2）９条　越境利用

２項にて，権利制限規定に基づく利用行為の
発生地が定められ，アクセス者の受信地が所在
する加盟国の規定に影響を受けないことが確認
された。

（3）10条　公表措置

許諾手続き，又は２項に定める例外若し
くは制限の適用から，自己の著作物等を
排除できることを定めなければならない。

５． 著作物等は，公衆が入手できるかどうか
判断するために合理的な努力が払われた
後に，当該著作物等の全部が，通常の商
業販路から公衆が入手できないと善意に
基づいて推定できる時に，商業外とみな
される。

　　 加盟国は，著作物等が１項に基づくライ
センスがなされうるか，又は２項に定め
る例外若しくは制限の下で利用されうる
かの判断に，期限を設ける等，具体的な
要件を定めることができる。当該要件は，
必要かつ合理的なものを超えてはなら
ず，かつ全著作物等が商業外であると合
理的に推測される場合において，著作物
等の全体を商業外状態と決定できること
を排除してはならない。

６．（略）
７．（略）

１． 加盟国は，８条１項に従い許諾されるラ
イセンスが及ぶ，又は８条２項に規定さ
れている例外もしくは制限に基づき使用
される商業外著作物等を特定するために，
文化遺産機関，集中管理団体，又は関連
する公的機関からの情報並びに８条４項
で言及する権利者が利用可能な選択肢に
関する情報を，又利用可能かつ関連する
場合には，ライセンスの当事者，対象地域，
及び使用方法に関する情報を，ライセン
スに従い，又は例外もしくは制限の下で
著作物等が頒布，公衆への伝達又は公衆
に利用可能化される少なくとも６ヶ月前
に，単一の公開オンラインポータル上で
恒久的に，容易かつ効果的にアクセス可
能にすることを保証しなければならない。

　　 前項に規定するポータルは，規則386/2012
に従い欧州連合知的財産庁によって設立
及び運営される。

２． 加盟国は，権利者の一般的な認識のため
に必要であれば，集中管理団体が８条に
従って著作物等をライセンスする能力，付
与されたライセンス，８条２項に規定され
ている例外又は制限の元での利用，及び８

機関による商業外著作物等の利用ができ
ることを保証しなければならない。

２． ８条２項に規定する例外又は制限に基づ
く著作物等の利用は，その利用責任を持
つ文化遺産機関が設立されている場所の
加盟国においてのみ発生するとみなす。

１． 加盟国は８条に従い許諾されるライセン
スが，どの加盟国においても，文化遺産
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本指令で新たに条項として別立てされ，権利
者がその取り決めに基づいて容易に除外するこ
とができるよう，ライセンス当事者の情報や権
利者が利用可能な排除手段に関する情報等，公
表の対象範囲がより明確にされている10）。

（4）11条　利害関係者間の対話

加盟国は，８条５項に従って具体的な要件を
設定する前に，各分野において権利者，集中
管理団体及び文化遺産機関と協議しなければ
ならず，又，８条１項に規定される許諾手続
きの妥当性及び有用性を促進するために適切
性と利便性を醸成するために，集中管理団体
を含む代表的な利用者と権利者の組織，及び
その他関連するステークホルダー組織との間
で，各部門別に，定期的な対話を奨励しなけ
ればならない。

商業外の判断要件の設定において，良好な関
係が求められる全ての利害関係者に合意形成の
機会を提供するために，加盟国に対し，事前に
当該関係者と協議することを要求している11）。

（5）12条　拡張効果を有する集中許諾（新設）
条４項で言及されている権利者が利用可
能な選択肢に関して，追加の適切な公表
措置をとることを定めなければならない。

　　 この段落の第一副段落で言及される適切
な公表措置は，８条１項に従ってライセ
ンスが求められている加盟国で，又は，
８条２項に規定されている例外もしくは
制限に基づく利用の場合は文化遺産機関
が設立された加盟国において取られなけ
ればならない。著作物等の出所等，他の
加盟国又は第三国において権利者の認識
をより効率的に高めることができると示す
証拠がある場合，当該公表措置はそれら
の加盟国及び第三国にも及ぶものとする。

１． 加盟国は，自国領土内における利用に関
する限り，かつ，本条により規定される
保護条項に従う限り，指令2014/26/EU
を実行に移す国内規定に従う集中管理団
体が権利者からの委託に従って著作物等
の利用のためにライセンス契約を締結す
る場合には，

（a） 当該契約が，譲渡，ライセンス，又は
その他の契約上の取り決めによって，
当該集中管理団体に権利者を代理する
権限を与えていない権利者の権利に適
用するために，拡張され得ること，又
は

（b） 当該契約に関して，当該集中管理団体
は，当該集中管理団体に権利者を代理
する権限を与えていない権利者を代
理する法的権限を有するか，当該権利
者を代理するものと推定されること，
を定めることができる。

２． 加盟国は，１項で言及される許諾手続き
は，権利者から個々に権限を得ることが
その利用の性質上又は関係する著作物等
の種類の性質上，通常は煩雑であり，か
つ，必要な取引を起こりにくくする程度
に実現困難である，明確に定義された利
用分野においてのみ適用されることを保
証しなければならず，さらに，そのよう
な許諾手続きは権利者の正当な利益を保
護することを保証しなければならない。

３． １項の目的のために，加盟国は以下の保
護条項を定めなければならない。

（a） 集中管理団体は，委任された権限を基
礎として，著作物等の関係ある種類に
ついての権利者，及び，ライセンスの
対象となる権利を，関係のある加盟国
のために，十分に代理すること
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拡大集中許諾は著作物へのアクセスを保証す
るために重要な役割を果たしており，一部の加
盟国では確立した実務がある一方で，その法的
有効性については議論があった。そこで，拡大
集中許諾の法的安定性を図るべく，本条が規定
された。なお，当初案では商業外著作物に関す
る拡大集中許諾についてのみ規定されていた
が，最終的にはそのような商業外著作物につい
ては８条に規定され，そのような商業外著作物
に限られない著作物等については本条１項の
下，拡大集中許諾を各加盟国の裁量により規定
できることとなった12）。但し，本条による拡大
集中許諾は，２項の通り，権利者から個々に権
限を得ることがその性質上煩雑でありかつ実現
困難な場合に限られる。又，２項及び３項に示
す通り，本条１項の拡大集中許諾が権利者の正
当な利益を保護することを保証しなければなら

ない点は，８条による拡大集中許諾と同様であ
る（８条１項（a）（b），８条４項及び10条１項
参照）。

（6）13条　交渉メカニズム

加盟国は，ビデオオンデマンドサービスにお
いて視聴覚著作物を利用できるようにするた
めの契約の締結を求めるとき，権利のライセ
ンスに関して困難に直面している当事者が中
立の団体又は調停人の支援を受けられること
を保証しなければならない。本条の目的のた
めに加盟国により設立され又は指定された中
立の団体又は調停人は，交渉への助力を当事
者に提供し，当事者の契約締結に向けて，適
切な場合，当事者への提案を提出することに
よることを含み，支援しなければならない。
加盟国は，欧州委員会に対して，前段に定め
る団体又は調停人を，2021年６月７日までに
通知しなければならない。加盟国が調停によ
ることを選択した時は，欧州委員会への通知
は少なくとも，入手可能な場合は，委託され
た調停人の関連情報を入手することができる
情報源を含めなければならない。

本指令では，中立な団体だけでなく調停人か
らの支援が受けられるようになった。

（7）�14条　パブリックドメインにおける視
覚芸術の著作物（新設）

加盟国は，視覚芸術の著作物の保護期間が満
了したときは，複製行為の結果生じた素材が
それが著作者自身の知的創作物という意味に
おいてオリジナルではない限り，当該著作物
の複製行為の結果生じたあらゆる素材は著作
権又は関連する権利の対象とはならないこと
を定めなければならない。

ある著作物についてその保護期間が満了すれ

（b） 全ての権利者は，ライセンス条件に関
係するものも含めて，平等な取り扱い
が保証されること

（c） ライセンスを与える集中管理団体に権
限を与えていない権利者は，いつでも，
簡単かつ効果的に権利者の著作物等を
本条に従って設立された許諾手続きか
ら除外することができること及び

（d） ライセンスの下で著作物等が利用され
る前の合理的な期間，集中管理団体が
著作物等をライセンスする能力，本条
に従ってなされたライセンス，及び，
（c）に言及される権利者の選択肢，を
権利者に知らせるための適切な周知
の手段を講じていること。周知の手段
は権利者に個別に知らせる必要なく
効果的であるものとする。

４．（略）
５．（略）
６．（略）
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ばもはや著作権の保護は及ばないが，一部の加
盟国では，美術館がパブリックドメインにおけ
る視覚芸術の著作物の（デジタル）複製物に対
して複製に関する権利を主張することを許容し
ていた。このような一部の加盟国の現状に対処
すべく，本条は保護期間が満了した著作物の複
製行為については，新たな著作物の創作と評価
されるものでない限りは，著作権等が及ばない，
との著作権法の基本原則を確認した13）。

2．4　�Ⅳ編　十分に機能する著作権取引市
場の成立に向けた措置

（1）�15条　オンライン利用に関する報道出
版物の保護

報道出版者は，情報社会サービスプロバイダ
による報道出版物のオンラインでの利用に対す
るライセンスや投資回収について，複雑かつ非
効率的であるという問題に直面している。これ
を踏まえて，１項では報道出版者に対して著作
隣接権として複製権と送信可能化権を与えなけ
ればならない旨を規定している14）。当初案（11
条）において，報道出版物の記事等へのハイ
パーリンクが対象になるか不明確であったこと
から，リンクを貼るだけで報道出版者に許諾料
を支払う義務が生じる，いわゆる「リンク税15）」
を課すとして批判されたが，「ハイパーリンク
を作成する行為」は例外規定として追加された。
又，報道出版物の一部を表示して利用する場合，
経済的な関連性を得ていると同時に情報社会サ
ービスプロバイダによる「個々の単語の使用や
報道出版物の非常に短い引用」は，コンテンツ

る権利は，他の許諾を得た利用者が利用
する権利を禁止するために行使されては
ならない。１項に規定する権利は，保護
期間が満了した著作物等の使用を禁止す
るために行使されてはならない。

３． 欧州議会及びEU理事会の指令2001/29/
EC ５条乃至８条，指令2012/28/EU及
び2017/1564は，１項に規定する権利に
関して準用する。

４． １項に規定される権利は，報道出版物の
公表後２年で消滅する。この期間は，当
該報道出版物が公表された日の翌年１月
１日から起算する。１項の規定は本指令
発効日より前に最初に公表された報道出
版物には適用しない。

５． 加盟国は，報道出版物に含まれる著作物
の著作権者に対して，報道出版者が情報
社会サービスプロバイダから受領する報
道出版物の利用の対価の適切な分配を受
領することを規定しなければならない。

１． 加盟国は，加盟国で設立された報道出版
者に対して，情報社会サービスプロバイ
ダによる報道出版物のオンライン利用に
ついて指令2001/29/EC ２条及び３条２
項に規定する権利を与えなければならな
い。１段落に規定する権利は，個人利用
者による報道出版物の私的又は非商用的
な使用には適用されない。１段落の規定
に基づき許諾される保護はハイパーリン
クを作成する行為には適用されない。１
段落に規定する権利は，個々の単語の使
用や報道出版物の非常に短い引用には適
用されない。

２． １項に規定する権利は，報道出版物に含
まれる著作物等について，EU法が権利者
に与える権利を傷つけることなく，いか
なる影響も与えない。１項に規定する権
利は，その権利者に対して行使すること
はできず，特に，著作物等が含まれる報
道出版物から独立してそれらを利用する
権利を権利者から奪うことはできない。
著作物等が非独占的許諾に基づき報道出
版物に含まれている場合，１項に規定す
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の制作における報道出版者による投資を損なわ
ない16）として，これも例外規定に追加された。
なお，「スニペット」とも呼ばれる出版物の

「個々の言葉と非常に短い抽出物」については，
個々の利用態様を確認する必要があるが，欧州
委員会のFAQ17）においては，指令の範囲から
明示的に除外し，許可なく無料で使用できる旨
の解釈が記載されている。

（2）16条　公正な補償の請求

加盟国は，著作者が権利を出版者に譲渡又は
ライセンスしていた場合，当該譲渡又はライ
センスは，譲渡又はライセンスされた権利の
例外又は制限における著作物の利用に対する
補償の分配を出版者が受け取る権利を有する
十分な法的基礎となることを規定することが
できる。１段落の規定は，公貸権に関する加
盟国における現在及び将来の取り決めに影響
を与えるものではない。

公貸権に影響を与えない旨の但し書きが追加
された。

（3）�17条　オンラインコンテンツ共有サー
ビスプロバイダによる保護コンテンツの
利用

指令2001/29/EC ３条１項及び２項に規
定する権利の権利者から許諾を得なけれ
ばならない。

２． 加盟国は，オンラインコンテンツ共有サー
ビスプロバイダが，例えばライセンス契
約を締結することにより許諾を得た場合，
当該許諾は，利用者が商業目的で行動し
ていないとき，又は当該行為が著しい収
入を生み出さないときは，指令2001/29/
ECの３条の適用範囲であるサービスの
利用者によって行われる行為も含まれる
ことを規定しなければならない。

３． オンラインコンテンツ共有サービスプロ
バイダが，本指令に規定する条件に基づ
き公衆への伝達又は公衆に利用可能とす
る行為を行う場合，指令2000/31/EC 14
条１項に規定された責任の制限は，本条
の対象となる場合には適用されない。本
項１段落の規定は，本指令の適用範囲外
の目的で，当該サービスプロバイダに対
して指令2000/31/EC 14条１項の適用可
能性に影響を与えるものではない。

４． 何ら許諾が得られない場合，オンライン
コンテンツ共有サービスプロバイダは次
の事項を証明しない限り，著作権で保護
された著作物等を公衆へ利用可能とする
行為を含み無許諾で公衆へ伝達すること
につき，責任を負わなければならない。

（a） 許諾を得るための最善の努力をしたこ
と，及び

（b） 権利者が関連する必要な情報をサービ
スプロバイダに提供した特定の著作
物等を，確実に利用できないようにす
る措置を講じるために，専門家として
注意を求められる高度の業界標準に
従い最善の努力をしたこと，並びにい
かなる場合も

１． 加盟国は，オンラインコンテンツ共有サ
ービスプロバイダが，利用者によりアッ
プロードされた著作権で保護される著作
物等を公衆にアクセスさせる場合，本指
令の目的のために公衆への伝達又は公衆
に利用可能とする行為を行うものである
ことを規定しなければならない。従って，
オンラインコンテンツ共有サービスプロ
バイダは，著作物等を公衆に伝達する又
は公衆に利用可能とするために，例えば
ライセンス契約を締結することにより，
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（c） 通知された著作物等へのアクセスを制
限し，又はウェブサイトからそれらを
削除するために，権利者から十分に立
証可能な通知を受領した後直ちに，迅
速に対応し，かつ（b）に従い将来的
なアップロードを防止する最善の努力
をしたこと

５． 当該サービスプロバイダが４項に規定す
る義務を遵守しているかどうかを判断す
るために，比例原則に照らして，特に次
の要素を考慮しなければならない。

（a） サービスの種類，視聴者及び規模，並
びに利用者によりアップロードされた
著作物等の種類

（b） 適切かつ効果的な手段の利用可能性及
びサービスプロバイダに生じるそれ
らの費用

６． 加盟国は，新たなオンラインコンテンツ
共有サービスプロバイダについては，当
該サービスが欧州連合において公衆に利
用可能となってから３年未満，かつ欧州
委員会勧告2003/361/ECに基づき算定さ
れた年間売上高が1000万ユーロ未満の場
合，４項に規定する責任体制に基づく条
件が，４項（a）の遵守に限定されること，
及び十分に立証可能な通知を受領後直ち
に，通知された著作物等へのアクセスを
制限するために，又はウェブサイトから
それらを削除するために，十分に立証可
能な通知を受領後直ちに，迅速に対応す
ることだけに限定されることを規定しな
ければならない。当該サービスプロバイ
ダの月間のユニークな訪問者数の平均値
が，前年に基づく計算により500万を超
える場合，サービスプロバイダは，権利
者が関連する必要な情報を提供した通知
の対象となる著作物等が将来的にアップ

ロードされることを防止するために最善
の努力を行ったことを証明しなければな
らない。

７． オンラインコンテンツ共有サービスプロ
バイダと権利者の協力が，著作物等が例
外又は制限の範囲である場合を含め，利
用者によりアップロードされた著作権及
び隣接権を侵害しない著作物等の利用可
能性を，結果的に妨げることにつなげて
はならない。加盟国は，各加盟国におけ
る利用者がオンラインコンテンツ共有サ
ービス上で生成したコンテンツをアップ
ロードし利用可能とする場合，次の既存
の例外又は制限のいずれかを援用できる
ことを保証しなければならない。

（a）引用，批評，評価
（b） 風刺，パロディ又は模倣の目的のため

の利用
８． 本条の適用は，いかなる一般的監視義務
も課してはならない。加盟国は，オンラ
インコンテンツ共有サービスプロバイダ
が，要求に応じて，権利者に対して，４
項に規定する協力に関し，その実行の機
能に関する適切な情報，及びライセンス
契約がサービスプロバイダと権利者の間
で締結された場合は，当該契約の範囲と
なるコンテンツの利用に関する情報を提
供しなければならないことを規定しなけ
ればならない。

９． 加盟国は，オンラインコンテンツ共有サ
ービスプロバイダが，利用者によってア
ップロードされた著作物等へのアクセス
を無効にすること又はそれらの削除に関
する紛争が生じた場合に，当該サービス
の利用者が利用できる効果的かつ迅速な
不服申し立て及び救済の仕組みを提供す
ることを規定しなければならない。権利
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当初案（13条）において，サービスプロバイ
ダが著作権侵害の法的責任を負い，プラット
フォーム上の侵害コンテンツの入手可能性を防
止する措置として「有効なコンテンツ特定技術
の利用等」が規定されたことから，フィルタリ
ングの導入が義務付けられる18）ものとして注目
されていた。本条は，アーティストを保護すべ
きというコンセンサスがある一方で，サービス
プロバイダにおいては，一部でも著作権者が不
明の場合はコンテンツをブロックしなければな
らない，又利用者がアップロードする大量のコ
ンテンツから侵害対象のみを削除することの困
難性や企業の財務上の損失が大きい等，又利用
者においては，表現の自由に悪影響を与える，
検閲19）を導入する手段である等として批判され
た。最終的に，オンラインコンテンツ共有サー
ビスプロバイダが，利用者によりアップロード
された著作物について権利者から許諾を得るこ

者が自己の特定の著作物等へのアクセス
を無効にすること又は削除することを要
求する場合，権利者は，当該要求の理由
を十分に正当化しなければならない。１
段落に規定する仕組みに基づき提出され
た不服は，不当に遅滞することなく処理
されなければならず，又，アップロード
されたコンテンツへのアクセスを無効に
すること又は削除することの決定は，自
然人による審査の対象としなければなら
ない。加盟国は又，紛争解決のために裁
判外の紛争処理の手続きを可能としなけ
ればならない。当該手続きは，紛争の公
平な解決を可能とするものでなければな
らず，かつ効率的な司法救済を求める利
用者の権利に影響を与えることなく，加
盟国の国内法により与えられる法的保護
を利用者から奪うものであってはならな
い。特に，加盟国は利用者が著作権及び
隣接権に対する例外又は制限の適用を主
張するために，利用者が裁判所又はその
他関連の司法当局を利用できることを保
証しなければならない。本指令は，EU
法に規定された例外又は制限に基づく利
用のように，正当な利用には何ら影響を
与えてはならず，かつ，指令2002/58/
EU及び規則2016/679に基づく場合を除
いて，個人利用者の特定や個人情報の処
理につながってはならない。オンライン
コンテンツ共有サービスプロバイダは，
その利用者が，EU法で規定されている
著作権及び隣接権に対する例外又は制限
に基づき著作物等を利用できることを，
契約条件において利用者に通知しなけれ
ばならない。

10． 本指令発効日をもって，欧州委員会は，
加盟国と協力し，オンラインコンテンツ

共有サービスプロバイダと権利者との間
の協力に関するベストプラクティスにつ
いて議論するために，利害関係者間の協
議の場を設けなければならない。欧州委
員会は，オンラインコンテンツ共有サー
ビスプロバイダ，権利者，利用者団体及
びその他利害関係者と協議後，当該利害
関係者間の協議の結果を考慮した上で，
特に４項に規定する協力に関する本条の
適用についての指針を公表しなければな
らない。ベストプラクティスの議論にお
いては，特に，基本的権利と例外及び制
限の利用とのバランスを取る必要性につ
いて，特に考慮するものとする。利害関
係者間の協議のために，利用者団体は，
４項に関するオンラインコンテンツ共有
サービスプロバイダの取組みの機能につ
いて適切な情報を入手できるようにしな
ければならない。
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と，侵害コンテンツの除去及びアップロードの
防止は最善の努力義務に留められたものの，許
諾がない場合のサービス提供者の責任の有無
は，サービスの種類，視聴者，規模，サービス
提供者が利用可能な手段及びこれに要する費用
等を考慮の上，比例原則に基づいて判断される
と定められていることから，大規模なプラット
フォームについては，より厳しい対応が求めら
れる内容となっている。

（4）�18条　適切かつ相当な報酬に関する原
則（新設）

１． 加盟国は，著作者及び実演家が，自己の
著作物等に関する排他的権利を付与又は
譲渡する場合，適切かつ相当な報酬を受
ける権利があることを保証しなければな
らない。

２． 加盟国は，前項の原則を国内法で実施す
る場合において，異なる枠組みを用いる
ことができる。ただし，契約の自由及び
権利利益の衡平の原則を考慮しなければ
ならない。

「適切かつ相当な報酬を受ける権利」が１項
において明文化された。著作物及び実演の利用
の過程では，当初想定していない成功を収める
場合がある。しかし，当事者間に交渉力の格差
があると，事後的な成功につき著作者・実演家
（以下，著作者等）が再交渉を行うことが難し
い場合がある20）。そこで本条は，著作者等が適
切かつ相当な報酬を受ける権利を保護すること
を加盟国に求めている。本条が規定されたこと
で，19条の透明性の義務，20条の契約調整の仕
組み，21条の代替的紛争解決の手続き，及び22
条の取消権（それぞれ後述）が，「適切かつ相
当な報酬を受ける」ことを保証するための規定
であることが明瞭になった。

（5）19条　透明性の義務

１． 加盟国は，著作者及び実演家が，定期的
に，少なくとも年１回以上，各分野の特
性を考慮した，最新の，信頼できる包括
的な情報（著作物及び実演が，権利のラ
イセンス又は移転を受けた団体，又はそ
の相続人に利用されたという情報，特に
利用形態，生じた利益及び報酬額に関す
るもの）を受け取ることを保証しなけれ
ばならない。

２． 加盟国は，１項に規定する権利がその後
再許諾された場合は，著作者及び実演家
並びにその代理人の要求に応じて，最初
の契約相手が１項の目的に必要な全ての
情報を保有していない場合は，サブライ
センシーから追加情報を受け取れるよう
にすることを保証しなければならない。

　　 上記の追加情報が要求される場合，著作
者と実演家の最初の契約の相手方は，サ
ブライセンシーのアイデンティティに関
する情報を提供しなければならない。

　　 加盟国は，最初の条項に従うサブライセ
ンシーへの全ての請求について，直接的
に，又は著作者又は実演家の契約相手方
を通して間接的に行われると規定するこ
とができる。

３． １項の義務は，各分野における高い透明
性の水準を保証する上で，相応かつ効果
的でなくてはならない。加盟国は，１項
により生じる管理上の負担が，著作物及
び実演の利用によって生じる利益を考慮
して不相応である正当な理由がある場
合，合理的に予想される情報の種類及び
程度まで責任を制限することができる。

４． 加盟国は，著作物又は実演全体を考慮し
て著作者又は実演家の貢献が重要でない
場合には１項の義務を適用しない，とい
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ライセンシーがサブライセンシーに著作物又
は実演の利用権を再付与した場合に，ライセン
シーからの情報だけでは権利者が十分に権利の
利用について把握することができず，「適切か
つ相当な報酬」を評価できないおそれがある。
そこで，サブライセンシーから追加情報を受け
取る権利を保証するよう加盟国に求める規定
が，２項に追加された。又，権利者とライセン
シーの交渉力の格差を埋めるために権利者が団
体交渉協定を締結する場面では，協定において
１項から４項を充足する透明性原則の規定が定
められている場合に限り，規定を有効とするこ
とができる旨が５項に追加された。

（6）20条　契約調整の仕組み

１項で，団体交渉協定に関する規定が追加さ
れている他，欧州著作権集中管理指令の適用を
受ける団体について本条の適用を除外する２項
が新設された。

（7）21条　代替的紛争解決の手続

加盟国は，19条に基づく透明性義務及び20条
に基づく契約調整の仕組みに関する紛争が，
任意の代替的な紛争解決手続きに従うことが
できることを定めなければならない。加盟国
は，著作者及び実演家の代表組織が一人以上
の作家又は演奏者の特定の請求に応じてその
ような手続きを開始できることを保証しなけ
ればならない。

著作者団体・実演家団体が著作者等からの請
求を受けて裁判外紛争解決手続を開始できるよ
うにすることが新たに定められた。

（8）22条　取消権（新設）

保証しなければならない。
２． １項の規定は，指令2014/26/EU ３条（a）
及び（b）に定義されている団体，又は
その指令を実施する国内法の適用を受け
る他の団体によって締結される契約には
適用されない。

１． 加盟国は，著作者及び実演家が，利用権
について契約を締結した当事者又はその
承継人に対して，当初合意した報酬が著
作物又は実演の利用によって生じる後続
の関連収益及び利益と比べて不相応に低
い場合で，本条に規定されたものと同等
の内容を規定する適用可能な団体交渉協
定が存在しない場合，追加の適切かつ公
平な報酬を請求する権利を有することを

う決定をすることができる。ただし，著
作者及び実演家が20条１項に基づく権利
の行使のために情報を要求し，その目的
のための請求であることを証明した場合
はこの限りでない。

５． 加盟国は，団体交渉協定の対象となる合
意，又はそれに基づく合意について，当
該団体交渉協定の透明性の規則が，１項
から４項に規定された基準を満たすこと
を条件として，適用できると規定するこ
とができる。

６．（略）

１． 加盟国は，著作者又は実演家が，著作物
又はこれに付随する権利の対象となる事
項について独占的利用権を設定し又は権
利を譲渡した場合において，当該著作物
又はこれに付随する権利の対象となる事
項の利用がなされていない場合，そのラ
イセンス又は権利の移転の全部又は一部
を取り消すことができることを保証しな
ければならない。

２． １項に規定する取消権に関する具体的な
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著作者等が第三者に排他的利用許諾を付与
し，又は著作権もしくは実演家の権利を譲渡し
たあとに当該権利が利用されない状態が継続す
ると，著作者等は自らの作品を世に出す機会を
喪失し，利用による利益を享受することも叶わ
なくなる。そこで本条は，このような場合に著
作者等が自らの手に権利を取り戻し，著作物を
再び活用することができることを規定する。
もっとも，権利の態様，共同著作物・共同実
演等における各著作者等の貢献の程度に照らし
て，加盟国の規定で権利行使の制限が可能とな
っている（２項）ほか，上に示した取消権の趣
旨から，権利の行使にはライセンス締結又は権
利の移転後一定の期間の経過が必要となってい
る（３項）。さらに，権利の休眠状態が著作者
等に起因する場合には本条の適用が除外される
（４項）。

（9）23条　共通規定（新設）

１． 加盟国は，19条，20条及び21条の遵守を
妨げるいかなる契約上の条項も，著作者
及び実演家に関して法的強制力がないこ
とを保証しなければならない。

２． 加盟国は，18条から22条までが，指令
2009/24/EC ２条の定めるコンピュータ
プログラムの著作者には適用されないこ
とを規定しなければならない。

透明性の義務，契約調整の仕組み，代替的紛
争解決の手続に関する19条から21条に基づく各
国法の規定が強行法規として定められるべきこ
とが定められた他，指令2009/24/EC21）２条に
おけるコンピュータプログラムの著作者には18

実演家による是正が合理的に期待できる
状況に起因する場合は，１項は適用され
ない。

５．（略）

規定を国内法に定める場合，以下の各号
に規定する事項を考慮することができ
る。

（a） 異なる分野，異なる著作物又は実演の
態様に基づく特殊性

（b） 著作物又はこれに付随する事項が複数
の著作者又は実演家の貢献による場
合，個々の貢献の相対的重要性，及び
個々の作者による取消権の行使によっ
て影響を受ける全ての著作者及び実演
家の正当な利益

　　 加盟国は，そのような著作物又は他の事
項が通常複数の作者又は出演者の貢献を
含む場合，その著作物又は他の事項を取
消権の適用から除外することができる。

　　 加盟国は，そのような制限が異なる分野，
異なる著作物又は実演の態様に基づく特
殊性によって正当化される場合，特定の
期間内に限り取消権を行使できる旨を規
定することができる。

　　 加盟国は，許可を取り消したり権利を譲
渡したりする代わりに，著作者又は実演
家が独占的利用権を終了することを選択
できると規定することができる。

３． 加盟国は，１項に規定する取消権は，ラ
イセンスの締結又は権利の移転に続く合
理的な期間の後にのみ行使することがで
きると規定しなければならない。著作者
又は実演家は，権利が許諾又は譲渡され
た人に対して通知し，許諾又は譲渡され
た権利を取消すにあたり適切な期限を設
定するものとする。当該期限が過ぎた後，
著作者又は実演家は，ライセンス又は権
利の譲渡を取り消す代わりに，独占的利
用権を終了することを選択できると規定
することができる。

４． 権利の未利用の状態が，主に著作者又は
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条から22条が適用されない旨を定めるよう各国
法に求めている。

3 ．おわりに

今回の採択を受けてEU加盟国では，指令へ
の署名及び発効後24カ月以内に国内法適用への
検討が進むことになるが，早くも2019年７月フ
ランスでクリエイターの補償金の支払いに関す
る規定を含む国内法が承認された。今後の各国
法化を引き続き注視していく必要がある。なお，
本稿は，2019年度著作権委員会のメンバーであ
る，木須康一郎（ヤマハ），倉本妙（NTTドコモ），
佐保優一（ソフトバンク），津田要（ヤフー），
平井雅樹（富士ゼロックス）及び渡辺春香
（ACCESS）が執筆した。

注　記

 1） European Parliament, “DIRECTIVE （EU） 
2019/790 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT 
AND OF THE COUNCIL of 17 April 2019 on 
copyright and related rights in the Digital Sin-
gle Market and amending Directives 96/9/EC 
and 2001/29/EC”

  https://eur - lex.europa.eu/eli/dir/2019/790/oj
 2） Proposal for a DIRECTIVE OF THE EUROPE-

AN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL 
on copyright in the Digital Single Market

  https://eur - lex.europa.eu/legal - content/EN/
TXT/?uri=CELEX%3A52016PC0593

 3） Committee on Legal Affairs, Draft Report
  https://www.europarl.europa.eu/doceo/docu 

ment/JURI -PR-601094_EN.pdf
 4） Digital Single Market著作権指令 概訳（JIPA会

員専用ホームページ：「知財管理」誌付録）
  h t t p : / /www . j i p a . o r . j p /ka i i n /k i k an s i /

chizaikanri/furoku/doc/2020_05_702.pdf
 5） 本指令　前文（10）
 6） 本指令　前文（８）
 7） New Directive on Copyright and Related Rights 

in the Digital Single Market
  http://www.iprhelpdesk.eu/sites/default/files/

newsdocuments/European%2 0IP%20HD_Fact_
Sheet_Copyright_final_0.pdf

 8） European Parliament Debates, Tuesday, 11 
September 2018 -Strasbourg

  https://www.europarl.europa.eu/doceo/docu 
ment/CRE-8-2018-09 -11-TOC_EN.html?redirect

 9） JURI -AM-604544_EN
  https://www.europarl.europa.eu/doceo/docu 

ment/JURI -AM-604544_EN.pdf
 10） 本指令　前文（41）
 11） Explainer: What will the new EU copyright 
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